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　岩手県沿岸部に位置し、甚大な津波
被害に遭った大槌町と釜石市。そこにあ
る農園で、手足が不自由な障害者たちが
黙 と々苗を植えたり、収穫作業を行ってい
る。震災後に発足したNPO法人遠野まご
ころネットが切り拓いた農園の風景だ。
　復興から取り残されがちな障害者など
社会的弱者の就労支援を行い、畑で採
れた作物を使ってワインなどの加工品を
開発する。障害者の就労支援と、農産物
の生産・加工・販売を一体的に行う6
次産業化を掛け合わせた取り組みだ。
　「とにかく、やれることをやろう」。震災
発生から2日後の2011年3月13日、仲
間と4人で釜石市と大槌町の被災現場
に入った理事の多田一彦さんは、その場
の惨状を目の当たりにし、そう心に決め
た。
　その後、仲間とともに車に物資を積み
込み、大槌町や釜石市、陸前高田市など
を連日回った。「何が必要か」。避難所を
訪ね歩き、地道にニーズを拾い上げた。そ
して、同年3月末、遠野市社会福祉協議
会や地元のNPO法人などと遠野まごころ

ネットを結成することになる（同年7月に
NPO法人化）。
　当時、社会福祉協議会は日常業務で
手一杯で、ボランティア活動の対応が遅
れ気味だったという。また、全国から多く
のボランティアが被災現場に入っていた
が、情報が錯綜する中、統率がとれておら
ず連携が不十分だった。そこで、必要な
支援を必要な人に届けるため、社会福祉
協議会や他のNPOなどと役割を分担し
ながら活動を開始。遠野まごころネットは
各団体と連携しながら、救援物資の配布
や瓦礫撤去、ニーズ調査、炊き出し支援
などに奔走した。
　遠野市は大槌町などの県沿岸部まで
車で約1時間という地理的条件を活か
し、各地から現場入りするボランティア
の”中継地点”の役割を担った。これまで
に受け入れてきたボランティアの数は、国
内外合わせて12万人を超える。
　被災現場には各地から救援物資が届
き、多田さん自身もめまぐるしく支援に駆
け回る日々だったが、一方で「すぐにコミ
ュニティやまちづくりの支援が必要にな
る」と緊急支援の先の姿を思い描いてい
た。外部からの支援は、いつまでも続くわ
けではない。つまり、地域が自立的に経済
を回せるように、失われた雇用や産業をど
う生み出していくか。先を見据えたビジョ
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左・農園ではラベンダーやバジル、ブドウなどの作物を育てている。
右・釜石市の天洞と遠野市の綾織のブドウ園では、ワイン醸造用のブドウを栽培している。
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ンと取り組みが必要になる。そう痛感して
いたのだ。

　そこで多田さんたちが意識したのが、
「人が交流する場をつくる」ことだった。そ
うした交流の中から新たなアイデアが生
まれ、雇用や産業を生み出すことにつな
がる。そんな青写真を描いた。
　2011年4月以降、多田さんたちは新
たな動きを見せるようになる。避難所にカ
フェなどをつくって避難者同士の交流を
促したり、地元の女性たちによる食堂の
開店・運営支援などを行った。多田さん
たちが自ら炊き出し支援を続けるのでは
なく、地域住民たちが職を手にし、自立で
きるような手助けを始めた。
　多田さんは、「こうした小さな交流やコ
ミュニティが、地域や社会をつくるベース
になる。さらに、そこから生まれてくるアイ
デアや意見などを事業につなげて、人が
働ける場をつくることを意識した。地元の
人たちの手によって経済が循環しなけれ
ば、本当の意味での地域づくりにはなら
ない」と、当時の思いを語る。

ボランティアによる緊急支援を目的に結成されたNPO法人遠野まごころネット（岩手県遠野市）が、地元に産業や
雇用をつくろうと、障害者の就労支援や6次産業化プロジェクトなどに取り組んでいる。東日本大震災による被害、
そして人口減少などによる地域課題を乗り越えるため、新たな事業を次々と生み出してきた取組に迫る。
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着眼点

活動内容

遠野まごころネットの取組
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施設を利用して地域色
豊かな製品の製造

技能実習生の出身国との
人材交流

農業の
6次産業化

弁当販売から
食堂経営

食堂から受援
施設運営

受援者を農園で
雇用

企業のCSRを活用し
販路の開拓・確保

途上国でのスモールビジネス、
マイクロファイナンスの展開

遠野が沿岸部の復興ボランティア
の支援拠点として機能

背景

人の交流の場所を作り、社会のベースを
生み出す必要性を実感

背景

直接的効果

被災地で
雇用創出

●人手不足の解消
●受援者の
　生活力向上

直接的効果

被災者の
立ち直り

●受けた恩を
　他の被災地に
　支援としてお返し

直接的効果

地域特産品の
開発

●一企業一集落活動
（CSRで商品開発）

副次的効果

グローバル
ネットワークの構築

副次的効果

地域産業
パートナーシップ

●ネパールに合弁
　会社設立
●技能実習生を
　現地で雇用
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　さらにそれ以降も、フェーズの変化に対
応しながら、支援のかたちを変化させてい
った。
　例えば、2013年には障害者などの
社会的弱者を対象にした「まごころ就労
支援センター」（大槌町、釜石市）を開
設。また、その利用者や地域住民などが
利用する農園「はーぶの郷」（大槌町）
の運営にも乗り出し、ラベンダーやバジル
などを育てて、バスソルトなど加工品を開
発・販売する6次産業化に取り組む。
　さらに、釜石市と遠野市にブドウ園をつ
くり、新たに建てた遠野市内のワイナリー
でワインの醸造を開始し、2018年に通
販などで販売した。まだ生産量こそ少な
いものの、希少な国内産として売れ行き
は好調で、関係者や消費者の評価も高い
という。就労支援センターではこのほかに
も、手芸品など数多くの商品開発も手が
けてきた。 

　この6次産業化プロジェクトは、「ソー
シャル ファーム＆ワイナリー」という名称
で運営しており、遠野まごころネットの現
在の中心的な活動の1つになっている。
これは、障害者の就労を支援し、さらに産
業化することで地域を活性化させる。そう
した狙いで取り組んでいる。多田さんは、

「障害者や高齢者など社会的弱者が復
興から取り残されず、地域のみんなが自
らコミュニティをつくれるような環境が必
要だ」と力を込める。
　また、一連の商品開発で心がけたのは、

「『被災地だから』という理由で買っても
らえるような商品ではなく、一般市場でも
価値が認められるような”売れるもの”を
つくらないといけない」（多田さん）との
思いだった。それは、復興を超えたその先
の地域づくりを意識してのことだった。
　これまで就労支援で受け入れた人数
は26人に上る（2016年度時点）。多田

さんによると、農作業や商品開発に関わ
る仕事は、生きがいや居場所を見つけや
すい側面があるという。工場でのライン生
産のような画一的な単純作業ではなく、
農作業では作物を育て、収穫し、商品に
して販売する。作業工程が多岐にわたる
ため、それぞれの障害程度や能力などに
合わせて、仕事に向き合えるメリットがあ
るというのだ。
　さらに、実際に商品を販売する物販イ
ベントなどにも参加して消費者と触れ合
うことで、社会とのつながりを実感でき、
自立・参画意識が芽生えるようにもなる
という。多田さんは、こうしたことが「仕事
が楽しくなり、長続きするようになる要因
ではないか」と指摘する。
　実際、「それまで仕事が続かなかった
ような人でも、ブドウ園では長く働いてく
れる人が少なくない。その後、一般事業
所への就職が決まった人もいる。震災で
家族を失った人が、立ち直るきっかけにな
ったりすることもあった」と、農作業などに
携わる障害者のポジティブな変化を感じ
ている。このように、ワインをはじめとする
6次産業化プロジェクトは、地域社会に新
たな変化を生み出しているのだ。

　ワインをはじめとする6次産業化プロジ
ェクトや商品開発において、もともと遠野
まごころネットにノウハウがあったわけで
はない。そこで鍵を握ったのが、民間企業

 SRとの連携で商品開発、
 ネパールとの交流もC
［連携・協働］

遠野まごころネットの連携・協働の図

遠野まごころ
ネット

その他

●ボランティア＆
　インターンシップ（大学等）
●クラウドファンディング
　（gooddo、BOOK基金）
●まごころサンタ基金への
　寄付（個人）の募集

民間企業

●CSR活動として一集落
　市農業生産法人を支援
●まごころサンタ基金
　への寄付の募集

●農業生産法人設立
　（地元農家）
●グリーンツーリズム
　（NPO法人遠野山里ネット）
●ワイナリー
　（Social Farm＆Winery）

地域

COLLECTIVE 
IMPACT

コレクティブ・インパクト

●社会福祉協議会との
　役割分担（遠野市）
●社会的包摂事業
　（岩手県内の市町村と連携）
●各種調査事業（国等）

行政

災害に強い＝垣根のない柔軟な社会

障害者・高齢者 地域住民 企業地方公共団体 外国人

農園で育てたブドウを使って開発した
ワインは好評という。
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のCSR活動と連携させることだった。
　例えば、釜石市などのブドウ園で育て
たブドウを使って開発したワインは、流通
大手イオングループからブドウの苗を提
供してもらい、完成品もイオンの販売ルー
トに乗せて売り出した。ほかにも、国内外
の企業や支援団体、個人と協力し、社員
研修やボランティア活動の一環として果
樹園での栽培・収穫作業、さらには商品
企画などを一緒に行っている。民間企業
や個人などとは、被災した学生に奨学金
を給付する「まごころサンタ基金」を結成、
基金への寄付を通じて連携するなどして
いる。
　さらに、国境を越えた海外とのネットワ
ークの構築もある。ネパールとの人材交
流がその1つだ。きっかけは、2015年に
ネパールを襲った巨大地震。遠野まごこ
ろネットは被害の大きかったジョロンゲ村
に入り、緊急支援を展開。さらに、現地の
パートナー団体と連携し、ブロック製造工
場を建設したり、養豚・養鶏業、農業に
乗り出したりしている。小口の融資や貯
蓄などの金融サービス「マイクロファイナ
ンス」も始めた。震災後に取り組んできた
地域づくりと同じように、村民が仕事を手
にし、生計を向上させるための支援策だ。
　その過程では、復興の現場を視察・研
修してもらおうと、パートナー団体のスタッ
フ3人を岩手県に招いた。多田さんは、

「岩手とネパールのスタッフらによる人材
交流は効果的だ」とし、互いに刺激を受
け、モチベーションの向上につながってい
るという。今後、こうした人材交流はさら
に加速させ、互いの地域づくりに活かして
いくつもりだ。

　多田さんは今後の地域づくりについ
て、こう持論を口にする。「地域づくりは
元気な人だけがやるものではなく、高齢
者や障害者など社会的に弱い立場にい
る人たちとも一緒にやることが、本当の意
味での地域づくりだ。同時に、それぞれの

活動をボランティアではなく、ビジネスや
生活の糧にしていかないと、これからの
地域は成り立たないだろう。持続的に続
くような環境をつくることが大切だ」。
　そうした中、多田さんたちは6次産業化
をはじめとするこれまで取り組んできた事
業に、新たに「観光」を掛け合わせたプロ
ジェクトを打ち出した。それが、「ナチュラ
ル・ツーリズム」だ。
　遠野市をはじめとする地域の自然資源
を掘り起こし、スノートレッキングや乗馬体
験などの体験型の観光コンテンツを企
画。運営するブドウ園での収穫体験や、レ
ストランでの飲食を組み合わせたツアー
などの観光メニュー化を進め、さらに地元
でツアーガイドを養成し、新たな雇用にも
つなげる構想だ。「地域を巻き込んで経
済が回るようにしたい」（多田さん）と意
気込んでいる。
　2019年秋に開催されるラグビーワー
ルドカップでは、釜石市が試合会場の1
つになっている。国内外から多くの観戦
客が訪れることが予想されるため、まずは
それに向けて外国人観光客の受け入れ

準備を急ピッチで進めていきたいとの考
えだ。
　一方、障害者の就労支援と6次産業化
にも一層力を注ぐ考えで、釜石市と大槌
町で栽培するワイン用のブドウ栽培は収
穫量を増やしていく計画だ。
　震災後の緊急支援に始まり、その後社
会的弱者を含めた地域の多様なプレイヤ
ーを巻き込みながら、数々の事業を立ち
上げてきた遠野まごころネット。海外との
人材交流も進めながら、地域に仕事や産
業を生み出し、活気を取り戻す。壁は決し
て低くないが、地域活性化のモデルを目
指す挑戦は、これからも続く。

 光振興に着手、
 ガイドも養成へ観

［持続性］

岩手県遠野市

エリアArea

本事例の問い合わせ先

NPO法人
遠野まごころネット

〒028-0542　岩手県遠野市早瀬町2-5-57所在地

0198-62-1001T E L

https://tonomagokoro.net/H    P

被災地の調査、支援、交流促進、就労サポート、
メンタル・ケア事業など

主な事業内容

障害者を対象にした就労支援センター（釜石市）

岩手の視察・研修に訪れたネパールの
パートナー団体のスタッフ。
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